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【論文の内容】 
1．研究目的 

本研究は市場や顧客ニーズの高度化・多様化が進み、市場や技術などの急激な変化によ

り、中小企業は競争力を高めるため独自の新製品開発を創出することが必要であるが、一

方、中小企業の経営資源には限りがある（North,2001,pp303-317）こと等に鑑み、経営資

源に限りがある中小企業がどのような連携をし、いかなる機能があればイノベーションを

創出できるか明らかにすることを研究目的としている。 

２．研究方法 

本研究は事例分析を通じての定性研究であり、先行研究と林（2006）が命名した仙台堀

切川モデル(林・田辺,2010)の事例研究から仮説を導出し、福島堀切川モデル（林,2014）

と横展開した京都モデル（FUKUIRO KIRARI PROJECT,2020）の事例分析を行い、中小企業

がイノベーション活動を実践する現状を考察した上で、特に外部との連携を求めることを

捉えて分析する。 

３．事例分析 

研究対象は仙台堀切川モデル(林，2006、林・田辺，2010)を横展開した福島堀切川モデ

ル（林,2014）とそれを横展開し、開始したばかりの京都モデル（FUKUIRO KIRARI 

PROJECT,2020）とし、宮崎大学の産学連携事例―「宮崎のおやつキャラいも」（丹生,2019）

を参考にし、既存文献や既存情報と関係者へのヒアリング調査から事例分析を行い、分析

結果より、「仮説 1 中小企業は新製品開発において自社単独よりも、産学連携を利用する

ことで、新製品を生み出しやすい」、「仮説２中小企業との産学連携によるイノベーション

創出において、支援チームに中核となるスター・サイエンティストが存在することが重要

である」を実証した。 

４．考察 

仮説を実証できたことに加え、山川印刷所が民間企業として担っている事務局機能と販

路拡大するためのプロモーション機能が中小企業の産学連携によるイノベーション創出



の効果的な要因になっていると考えられる。 

５．研究結果 

以上のように、本研究は、先行研究と仙台堀切川モデル（林，2006、林・田辺，2010）

から 2つの仮説を導出し、福島堀切川モデル（林,2014）と京都モデル（FUKUIRO KIRARI 

PROJECT,2020）の事例分析から 2 つの仮設を実証した。林(2020a)で堀切川モデルが中小

企業とイノベーションを多数創出している要因を解明していること等を踏まえ、本研究で

は実証した仮説に加え、中小企業への産学連携支援活動として営業支援機能に着目し、福

島堀切川モデルでの民間の山川印刷所が担っている事務局機能とプロモーション機能が

中小企業のイノベーション創出を促進すると結論付けることができる。 
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